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研究成果の概要（和文）：本研究は、これまでの心理学的研究を参考に英語学習における「対話的学びの信念」
を取り上げ、信念が学習行動を変え、成績向上につながる可能性を実証的に検証した。大学生、社会人を対象と
した調査を合計3回実施した。信念と行動について、対話志向、自律的援助要請、依存的援助要請、社会的比較
の4つを想定し、英語学習への動機づけと英語スキルに与える影響を検討した。その結果、対話志向が動機づ
け・スキルの向上に有効であること、依存的援助要請が動機づけ・スキルの向上の妨げになること、対話志向の
信念から行動への影響が相対的に小さいこと等を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study dealt with "interactive learning beliefs" in learning English 
based on previous psychological research, and empirically examined the possibility that beliefs can 
change learning behavior and lead to improved English performance. A total of three surveys were 
conducted with university students and adults. Four types of beliefs and behaviors were assumed: 
communication orientation, autonomous help-seeking, dependent help-seeking, and social comparison, 
and their effects on motivation to learn English and on English skills were surveyed. The results 
revealed that communication orientation is effective in improving motivation and skills while 
dependent help-seeking hinders the improvement of motivation and skills, and that the effect of 
communication-oriented beliefs on such behavior is relatively small.

研究分野： 外国語教育
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
英語スキル獲得には一定の練習時間が必要であるから、自己学習において対話的学習ができるかどうかは、英語
力向上のために重要であると考えられる。本研究は、これまでの心理学的研究を参考に英語学習における「対話
的学びの信念」を取り上げ、信念が学習行動を変え、成績向上につながる可能性を実証的に検証した。対話志向
が動機づけ・スキルの向上に有効であること、依存的援助要請が動機づけ・スキルの向上の妨げになること、対
話志向の信念から動機づけへの影響が相対的に小さいこと等を実証的に明らかにすることで、今後の英語学習環
境の構築に対する示唆を得ることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
英語は対話の道具としての側面があり、英語力向上の中ではスキル獲得が求められることが

多い。その中で、学校教育等において対話的学習が取り入れられているが、スキル獲得には一定
の練習時間が必要であるから、自己学習において対話的学習ができるかどうかは、英語力向上の
ために重要であると考えられる。 
自己学習において対話的学習ができるかどうかは、学習に対する信念が影響する。たとえば、

「対話的学習は英語力を向上させるはずだ」という信念を持っていれば、対話的学習行動が促進
されると考えられる。 
対話的学習に関係する信念は、もっとも素朴に考えられる「対話志向」（たとえば「英語を対

話的に学べばスキルが上がる」）といったものの他にも、これまでの心理学的研究からいくつか
の要素が考えられる。また、信念の中には行動につながるものとつながらないものが存在したり、
行動につながってもスキル獲得に貢献しないものが含まれたりすると考えられる。 
その中で本研究は、これまでの心理学的研究を参考に英語学習における「対話的学びの信念」

を取り上げ、信念が学習行動を変え、成績向上につながる可能性を実証的に検証する。 
 
２．研究の目的 
(1)対話的学びの信念として対話志向、援助要請、社会的比較の 3 つを取り上げた。先行研究（永
井, 2013; 外山, 2009）を参考に、それぞれの信念の強さの個人差を測定する項目を作成した。
また、信念の他に、それぞれの信念を行動に移すかどうか、同一の質問項目の尋ね方を変更して
測定した。これにより、信念と行動の関係性を明らかにすることを目的とした。加えて、英語学
習への動機づけ（以下、動機づけ）と英語スキル（以下、スキル）を主観により評価して、各行
動との関係を明らかにすることを目的とした。 
 
(2)(1)の調査により、信念と行動、および動機づけ、スキルの関係性が明らかになったが、信念
および行動の測定項目が結果的に不足するという問題があった。また、援助要請には自律的援助
要請と依存的援助要請の 2 側面があることが先行研究（たとえば、瀬尾, 2007）により明らかに
されているが、これらの 2 側面を分ける必要があると考えられる。そこで、対話志向、自律的援
助要請、依存的援助要請、社会的比較の 4 つの信念と行動を扱い、それぞれの内容に合わせて質
問項目を再構成し、(1)と同様の検討を行うことを目的とした。 
 
(3)(2)は大学生を対象としていたが、英語学習は社会人でも必要になる。そこで、(2)と同様の
調査を社会人対象に行い、結果の再現可能性を検討した。 
 
３．研究の方法 
(1)先行研究（永井, 2013; 外山, 2009）を参考に、対話志向、援助要請、社会的比較の信念に
関連する質問項目を 15 項目作成した（例：英語の勉強でわからないことがあれば、自分で調べ
るよりも誰かに聞く）。信念を測定する場合には「英語の勉強や学習のときに、以下のような行
動が英語力（英語スキル）の向上につながると思うか」、行動を測定する場合には「英語の勉強
や学習のときに、自分自身が以下のような行動をとることがあるかどうか」と質問し、5 段階で
回答を求める形式とした。また、本研究チームの過去の研究（島田・鈴木・田中, 2018）で用い
られていた動機づけを測定するための 6 項目（例：英語の勉強に力を入れている）、スキルを測
定するための 6 項目（例：英語は比較的できる）も用いた。 
調査はインターネット調査会社に委託して実施した。大学生 807 名を対象とした。実施にあた

っては、信州大学教育学部内倫理審査の承認を得た上で実施した（管理番号 20-21）。 
 
(2)(1)の成果および先行研究（永井, 2013; 外山, 2009）を参考に、対話志向，自律的援助要
請，依存的援助要請，社会的比較を測定する項目を 5 項目ずつ作成した。信念と行動の区別は
(1)と同様とした。調査はインターネット調査会社に委託して実施した。大学生 508 名を対象と
した。実施にあたっては、信州大学教育学部内倫理審査の承認を得た上で実施した（管理番号 21-
18）。 
 
(3)(2)と同様の調査を行った。対象者は、調査会社のデータベース上でホワイトカラー職に就い
ている 20 歳から 49 歳の社会人 641 名であった。 
 
４．研究成果 
(1)信念と行動で共通の因子構造を仮定し、探索的因子分析により援助要請、他者比較、コミュ
ニケーションの 3 因子を同定した。 
 
(2)当初想定した因子構造に基づき、信念と行動それぞれ確認的因子分析を行った結果、適合度



は許容範囲であった。 
また、信念が行動に影響し、行動が動機づけ・スキルに影響するモデルを仮定して共分散構造

分析により分析した。その結果、行動から動機づけ・スキルに対して対話志向の正の影響が大き
いこと、自律的援助要請は正の影響であるがそれほど大きくないこと、社会的比較は動機づけと
スキルで正負の方向が異なっていること、依存的援助要請では負の影響があることが明らかに
なった。ここから、対話志向が動機づけ・スキルの向上に有効であること、依存的援助要請が動
機づけ・スキルの向上の妨げになることが示唆された。 
さらに、信念から行動への影響は、自律的援助要請、依存的援助要請、社会的比較に比べ、対

話志向が小さかった。ここから、対話志向が動機づけ・スキルの向上に有効であるにもかかわら
ず、信念から行動につながりにくいことが示唆された。 
 
(3)(2)と同様の分析を行った。因子構造は(2)が再現された。信念が行動に影響し、行動が動機
づけ・スキルに影響するモデルでは、数値の大きさはやや異なるが、大学生の結果がほぼ再現さ
れた。信念から行動への影響は、対話志向が小さいことが再現されたが、4 つの関係で全体的に
大学生よりも小さかった。ここから、社会人では大学生に比べて信念が行動につながりにくいこ
とが示唆された。 
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